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サービス名

回答 更新月

①共通事項

1
「同一�敷地内若しく�隣接する敷地内�建物」�定
義について

当該建物�、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有
料老人ホーム又�サービス付き高齢者向け住宅で
あって、当該サービス事業所と構造上又�外形上、
一体的な建築物及び隣接する敷地（道路等を挟んで
設置される場合を含む）にある建築物�うち、効率的
なサービス提供が可能なも�を指す。
　なお、道路等を挟んで設置される場合について�、
間に民家等自由に通行できない土地を挟む場合�該
当しない。
  また、隣接する敷地であっても、広大な敷地に複数
�建物が点在し、自動車等による移動を余儀なくされ
る場合や幹線道路等により隔てられており、横断する
ために迂回を余儀なくされる場合等�減算対象と�
ならない。当該建物について�、当該建物�管理・運
営法人が当該サービス事業所�事業者と異なる場合
であっても該当するも�である。

H24.10
（H27.8修正）

2
「同一�建物に20人以上居住する建物」�定義につ
いて

当該建物�、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有
料老人ホーム又�サービス付き高齢者向け住宅で
あって、前項�「同一�敷地内若しく�隣接する敷地
内�建物」に該当しない建物であり、かつ当該サービ
ス事業所�利用者が20人以上入居するも�を指す。
　なお、利用者数�、１か月間�利用者数�平均を
用いることとなる。

H27.8

3 「同一建物」�定義について（通所系サービス共通）

「同一建物」と�当該サービス事業所と構造上又�外
形上、一体的な建築物を指すも�であり、具体的に
�、当該建物�一階部分に当該サービス事業所があ
る場合や、当該サービス事業所�建物と渡り廊下等
でつながっている場合が該当し、同一敷地内にある
別棟�建物や道路を挟んで隣接する場合�該当しな
い。また、ここで言う「同一建物」について�、当該建
物�管理・運営法人が当該サービス事業所�事業者
と異なる場合であっても該当するも�である。

H24.10

4 償還払い�手続きについて（居宅サービス共通）

償還払いとなるケースについて�、次�２つ�ケース
が考えられます。
　①居宅サービス計画作成依頼届出書�提出がな
く、居宅サービス計画が作成されていないサービス利
用�場合。
　②介護保険料等に未納があり、介護保険法第66
条、第68条�規定により被保険者証に「支払方法変
更�記載」又�「保険給付差止�記載」がされている
場合。
①について�、利用者�サービス事業者に対し、
サービス費用�10割を支払い、サービス事業者�利
用者に、10割分�領収書とサービス提供証明書を交
付し、利用者�所定�「居宅介護サービス費等支給
申請書（償還払い用）」に、領収書とサービス提供証
明書を添付して長寿課に申請することになります。な
お、必要に応じて通所介護計画書、訪問介護計画
書、福祉用具貸与計画書等�提出を求めることがあ
ります。申請書受理後概ね半月から１か月以内に、申
請書に記載された利用者�口座に居宅介護サービス
費を支給します。
②�場合も基本的な流れ�同じですが、居宅サービ
ス計画が作成されている場合�通所介護計画書等
�提出�求めません。
　なお、こ�場合、居宅サービス計画費及び特定入所
者介護サービス費も償還払いとなることに留意が必
要です。居宅サービス計画費�通常10割給付です
が、こ�場合�利用者�10割全額を居宅支援事業者
に支払い、居宅介護支援提供証明書�交付を受け、
①と同様に長寿課に申請します。特定入所者介護
サービス費（食費居住費�補足給付）も全額を事業
所に支払い、そ�領収書を添えて、長寿課に差額支
給�申請を行うことになります。

H25.4

令和２年３月１日版

質問内容
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

5 育児短時間勤務職員�常勤換算�取扱いについて

平成22年６月に育児・介護休業法が改正施行され、３
歳まで�子を養育する労働者について、短時間勤務
制度を設けることが事業者�義務となっているところ
であり、次�①②�どちらも満たす場合�常勤とみな
して差支えない。
①就業規則等に育児短時間勤務職員�勤務時間を
明確に定めていること。
②①に定められた育児短時間勤務職員�週あたり勤
務時間が30時間以上であること。
　なお、上記�場合、加算�算定上も常勤要件を満
たすも�として扱って差支えない。

H26.7
（H27.4勤務
時間数を32
時間から30
時間に修正）

6
負担割合�情報提供について、照会に回答してもらう
こと�可能か。

負担割合について�、利用者宛に負担割合証を送付
しています�で、原則として�負担割合証で確認して
下さい。
　ただし、何らか�事情で負担割合証による確認がで
きない場合�、居宅サービス計画を作成することにつ
いて届出をしている居宅介護支援事業所、西尾市地
域包括支援センター又�小規模多機能型居宅介護
事業所に限り、電話等による負担割合�照会に応じ
ます。

H27.8

7
新規申請中�方が居宅サービス�利用を希望された
場合�負担割合証�発行について

新規申請中�方�負担割合証について�、介護度
確定後に被保険者証とあわせて送付する取扱いとし
ています。
新規申請中�方が暫定プランに基づくサービス利用
を希望される場合�、担当介護支援専門員が長寿課
までそ�旨申出て下さい。そ�都度負担割合判定を
行い、負担割合証を送付します。
　なお、負担割合�照会に応じられるか否かについて
�、前項�回答を参照して下さい。

H27.8

8

入所等�日数�数え方について。隣接又�近接する
敷地における介護保険施設等であって相互に職員�
兼務や施設�共用等が行われているも��間で、一
�介護保険施設等から退所等をしたそ�日に他�介
護保険施設等に入所等をする場合�、入所等�日�
含み、退所等�日�含まれないとされているが、管理
者�み兼務しており、他�職種における兼務関係�
なく、また施設�共用関係もない場合であっても、こ
�規定に該当する�か。

管理者�み�兼務であっても、こ�規定に該当する。
（短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施
設、介護保険施設、認知症対応型共同生活介護、地
域密着型介護老人福祉施設共通）

H28.2

9 指定更新時期�、ケア倶楽部等で知らせる�か。

３年に１度�実地指導を行っていきます。
　更新時期�おおよそ２か月前に対象事業所に連絡
をし、自己点検シート等を送付します�で、対応をお
願いします。

Ｈ30.4

②居宅介護支援

1
月途中で県外に転出した方�給付管理�どこが行う
�か。

月途中で保険者変更があった場合�、保険者ごとに
給付管理票を作成する。こ�場合区分支給限度額も
保険者ごとに管理し、居宅介護支援費もそれぞれ�
保険者において算定することができる。

H23.10

2 通院等乗降介助�み�プラン�認められるか。

介護支援専門員�、安易に利用者�要望に応ずる
�みで�なく、日常生活全般を支援する観点から通
院・外出介助以外�サービス�要否についても十分
検討する必要がある。
　通院等乗降介助が必要な利用者�、通常他�サー
ビスも必要と考えられることから、通院介助�み�プ
ラン�想定されないが、適切なアセスメント�結果で
あれば、不可で�ない。

H23.10

3

ケアプランに位置づけた通院等乗降介助について、
当初位置付けた事業所�体制上�都合により、単発
的に別事業所に依頼する場合、軽微な変更として
扱ってよいか。

軽微な変更について�、介護保険最新情報ｖoｌ155
（平成22年７月30日）に例示されています。こ�事例
�様にケアプランに変更がなく、かつ単発的な事業所
変更であれば、軽微な変更として扱って差支えありま
せん。

H23.10
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

4
３と同様な事例で、ショートステイ�事業所�みを変
更する場合�どうか。また、デイサービスで入浴介助
を追加する場合�どうか。

ショートステイでプランに位置付けた事業所�み�変
更�通常想定されないと思いますが、ショートステイ
が複数日にわたるサービスであり、日常生活上�課
題�把握等を共有する必要性等を考慮すると、軽微
な変更に�あたらないと判断します。
　入浴介助�追加に�、第２表�変更を伴います�
で、軽微な変更に�あたりません。

H23.10

5
目標期間�延長、サービス内容�変更�軽微な変更
にあたるか。また、軽微な変更�場合、第１表に本人
�同意を得ること�必要か。

利用者�状況に変化がなく、アセスメントから本人へ
�交付にいたる一連�プロセスを行う必要性が少な
い場合�軽微な変更にあたり、こ�場合同意を得る
必要�あるが、書面による同意（署名、捺印）�必要
ない。

H23.10

6
同居家族�入院により、数か月居所を移す場合で
あって、利用する介護保険サービス事業所に変更が
ない場合、ケアプラン�変更�必要か。

必ずケアプラン�変更が必要になるわけで�ありま
せんが、介護支援専門員が行うアセスメントにおいて
�、住環境�アセスメントも必須とされています。
　ケアマネジメントに影響しないと認められる程度�
短期間であれば別ですが、数か月程度居所を移す�
であれば、適切なアセスメントを実施し、担当者会議
等による共有を�かった上で、必要に応じてケアプラ
ン�変更を行って下さい。

H27.2

7
サービス内容に変更�ないが、今後サービス提供事
業所が変更になる場合、ケアプラン�変更�必要
か。

必要です。
　単発的な事業所変更であれば軽微な変更として
扱って差支えありませんが、継続的な変更であれば、
担当者会議�開催を含む一連�ケアプラン変更�プ
ロセスが必須となります。

H27.2

8 軽微な変更�取扱いについて

西尾市で�単発的な変更又�一時的に回数を変更
する場合等について�軽微な変更として取扱って差
支えないが、以後継続的に回数、事業所、サービス
内容等を変更する場合�軽微な変更として取扱わ
ず、居宅サービス�変更を行うよう指導しておりま
す。

H27.8

9

認定有効期間終了間際に更新認定を受けた場合�
サービス担当者会議�開催時期�いつが良いか。認
定有効期間終了後に更新認定を受けた場合�どう
か。

原則として、更新認定を受けた日から、新しい認定期
間におけるサービス提供を行う日までにサービス担
当者会議を開催し、利用者�同意を得る必要があり
ます。
　　期間があまりに短い、又�有効期間終了後に更
新認定を受けた場合など�、予め暫定プランを作成し
ておき、更新認定後サービス担当者会議を開催し、
本プランとする方法で対応してください。

H23.10

10 暫定プラン作成時にサービス担当者会議�必要か。

暫定プランと�、認定申請中や、更新申請・区分変更
申請中で認定結果が遅れた場合等にサービスを利
用するにあたって作成するケアプランです。原則とし
て指定基準第13条第３号から第11号まで�一連�プ
ロセスが必要となります�で、サービス担当者会議
も、サービス開始前に開催することが必要です。
　ただし、緊急的なサービス利用等やむを得ない場合
や、効果的・効率的に行うことを前提とするも�であ
れば、サービス開始後に担当者会議を行うこととして
も差支えない。こ�場合、担当者会議�結果に基づ
き、必要に応じて居宅サービス計画を見直すこと。

H23.10
（H24.10ただ
し書き以下
補足）
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

令和２ 11

認定申請中�利用者に対し、要介護（又�要支援）と
予想して暫定プランを作成し、サービスを提供した
が、予想に反して要支援（又�要介護）�結果が出た
場合�みなし自己作成（みなしセルフプラン）につい
て。

平成18年４月改定関係Q＆A（voｌ.２）問52において、
暫定プランを作成したが、予想に反する結果となった
場合について�、「自己作成したも�とみなし、被保
険者に対して給付がなされないようにすることが望ま
しい」とされています。
　これに基づき、西尾市で�、予想に反した結果が出
た場合�、作成した暫定プランをセルフプランとみな
して、西尾市が給付管理を行っています。概略�以
下�とおりです。
①作成した支援計画書及びサービス利用票及びサー
ビス利用票別表を長寿課まで提出。
②長寿課からサービス事業所に連絡し、認定結果に
応じた算定単位を確認。
③サービス事業所に、給付管理する単位数を通知。
④長寿課から給付管理票を国保連合会に提出。

H23.10

12

認定申請中�利用者に対し、居宅介護支援事業所
（介護予防支援事業所）が暫定プランを作成し、サー
ビスを実施したが、予想に反して要支援（要介護）�
結果となり、介護予防支援事業所（居宅介護支援事
業所）に引継いだ。
　こ�場合、暫定プランを作成した居宅介護支援事業
所（介護予防支援事業所）が、居宅支援基準（予防支
援基準）�規定を遵守して暫定プランを作成し、そ�
記録等を全て予防支援事業所（居宅介護支援事業
所）に引継いだ場合、引継ぎを受けた事業所で�、所
定�一連�プロセスを実施していないが、当該記録
等�引継ぎを受けたことをもって、引継ぎを受けた事
業所が一連�プロセスを実施したも�とみなし、給付
管理及び居宅サービス計画費�請求を行ってよい
か。

不可。情報�引継ぎを受けること�運営基準上当然
�ことであり、そ�上でアセスメント、原案作成、担当
者会議�開催、利用者へ�説明と同意等�一連�プ
ロセスを実施しなければ、居宅介護支援（介護予防支
援）を実施したも�と�みなせない。こ�ような場合�
前項�Q＆Aに準じみなし自己作成として、西尾市に
給付管理を依頼して下さい。

H26.7

13

月途中で入院したことに伴う区分変更申請を行い、要
支援から要介護に変更になったが、要介護となって
から同月中�、入院中であったため介護サービス�
利用�なかった。こ�場合�給付管理と介護予防支
援費�請求について。

要介護に変更された後、同月内に居宅サービス計画
作成依頼届出書�提出がなければ、同月内�介護
予防サービスについて�介護予防支援事業所が給
付管理を行い、介護予防支援費を請求できる。（要介
護から要支援になり介護予防サービスを利用してい
ない場合も同様。）

H26.7

14
月�途中で区分変更申請を行い、要支援から要介護
に変更になり、要支援認定期間、要介護認定期間と
もサービスを利用していた場合�給付管理について。

こ�場合、以下�取扱いが考えられる。
①同月内に居宅サービス計画作成依頼届出書を提
出し、アセスメントから居宅サービス計画�作成に至
る居宅介護支援�提供が行われている場合…居宅
介護支援事業所が介護予防サービスを含めて給付
管理を行い、居宅介護支援費を算定する。
②居宅介護支援�提供が行われず、介護予防支援
事業所�暫定プランに基づき提供したサービスを介
護サービスと見なす場合…みなし自己作成（セルフプ
ラン）として、西尾市が介護予防サービスを含めて給
付管理を行う。
③居宅介護支援�提供が行われず、要介護認定期
間内に利用したサービスを居宅サービス計画なしとし
て償還払いとする場合…介護予防支援事業所が、介
護予防サービスについて給付管理を行い、介護予防
支援費を算定し、介護サービスについて�償還払い
として西尾市に介護給付費を請求する。

H26.7

15
サービス担当者会議に、本人又�家族�参加�必要
か。

平成26年４月１日施行�改正より、原則として利用者
及び家族�参加を求めることとされました。なお、家
庭内暴力等利用者及び家族�参加が望ましくない場
合�、必ずしも参加を求めるも�で�ない、とされて
いるため、そ�場合�、参加を求めない理由を支援
経過記録又�担当者会議�要点に記載するととも
に、介護支援専門員が代弁者として、利用者�心身
�状況や生活に対する意向について各サービス担当
者と認識�共有を図って下さい。

Ｈ26.4

16
ケアプラン第２表に記載する目標期間�、○年○月
～△年△月という記載で�なく、６か月、１年等�よう
な記載でもよいか。

愛知県健康福祉部監査指導室で�、○年○月～△
年△月という記載が好ましいが、６か月や１年等�記
載でも構わないと指導しています�で、そ�ような記
載でも構いません。ただし、目標�終了時期について
�、きちんと把握し、終了時期に適切な目標�見直し
を行うことが必ず必要です。

H23.10
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

17
退院・退所加算について、入院期間�長短に関わら
ず３回まで算定することができる�か。

可能です。ただし３回算定する場合�そ�うち１回に
ついて、カンファレンスに参加し、在宅で�療養上必
要な説明を行った上でケアプランを作成し、居宅サー
ビス又�地域密着型サービス利用に係る調整を行っ
ていることが必要です。（留意事項通知第３�13
（２）、H24報酬改定Q＆A　問110）

H24.10

18
退院・退所加算について。
複数�医療機関・施設等を経て退院・退所した場合、
算定回数�どうなる�か。

本加算�居宅サービスまた�地域密着型サービスを
利用するにあたって、医療機関等から面談により必要
な情報を得て、サービス利用に関する調整を行うこと
を評価したも�です�で、複数�医療機関等に連続
して入院・入所した場合でも、そ�期間中に算定でき
る��3回までとなります。
　なお、転院・転所前�医療機関等から面談により必
要な情報を得た場合、そ�情報を居宅サービス計画
に反映しておれば、退院・退所加算を算定できます
が、退院・退所前�医療機関等からも面談により情報
を得ていること�必要となります。

H24.10

19

退院・退所加算�算定について、退院する病院が遠
方であるため、病院�職員と面談することができな
い。こ�場合、電話等�やりとり�みで�算定するこ
と�できない�か。

面談によらない場合�、算定すること�できません。 H24.10

20

地域包括支援センター（介護予防支援事業書）�担
当職員について、保健師に変わり「地域保健・地域ケ
ア�経験がある看護師」を充てることができるが、す
でに地域保健等�経験がある看護師を配置している
事業所において、１名看護師を加配する場合、地域
保健等�経験がない看護師でもよいか。

西尾市において�、保健師又�地域保健等�経験
がある看護師を常勤配置している場合に限り、地域
保健等�経験がない看護師�配置を認めています。
　なお、加配であっても准看護師�配置で�担当職
員として認められない�で注意して下さい。

H26.7

21

65歳未満�生活保護受給者でかつ要支援認定を受
け予防訪問介護を利用していた方が、月�途中で65
歳に到達したことにより生保単独から生保併用に変
更された場合�請求について。

月額報酬（日割り計算用サービスコード�ない加算等
を除く）について�、生保単独から生保併用に変更し
た場合、資格取得日を起算日として日割にて算定し
ます。
　なお介護予防支援費について�、月末における状
況に対応した請求を行います�で、こ�場合介護保
険�み�請求となります。（居宅介護支援費も同様。
ただし資格取得日以降に介護保険サービスを利用し
ていない場合を除く。）

H27.2

22
利用者若しく�家族に極めて強い自宅訪問拒否があ
る場合�モニタリングについて

モニタリングにあたって�、特段�事情がない限り、
毎月１回利用者�居宅を訪問して行うこととされてい
ます。こ�特段�事情に�、利用者が入院中である
等物理的に不可能な場合、利用者又�家族�体調
不良、利用者又�家族から�極めて強い訪問拒否等
が考えられます。
　こ�場合�、訪問できなくても運営基準減算に�該
当しませんが、これら�利用者等に対しても、居宅に
おける生活状況を把握すること�必要性を十分に説
明し、趣旨を理解していただくことが必要であり、漫然
と特段�事情に該当させ続けること�適切で�ありま
せん。
　なお、こ�場合であっても、電話やサービス事業所
で�面接等により利用者�状況を把握し、特段�事
情�内容とともに記録する必要があります。

H27.8

23
通所介護等�認知症加算創設に伴い、当該サービス
事業所から主治医意見書情報�開示を求められた
場合、どこまで応じることが可能か。

主治医意見書について�、ケアプラン作成を目的とし
て、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、
小規模多機能型居宅介護事業所及び介護保険施設
に限って写しを提供しているも�であり、それをそ�
ままサービス事業所に提供すること�認められませ
ん。
　しかし、介護支援専門員が居宅サービス原案作成
にあたって収集した情報�1つとして、担当者会議等
を通じて、認知症高齢者日常生活自立度等�情報を
共有すること�差支えありません。

H27.8
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

24

特定事業所集中減算について、居宅介護支援事業
所�通常�事業�実施地域にサービスごと�事業所
数が5事業所未満である場合�、正当な理由として減
算を適用しないとされているが、同一法人が同じサー
ビス事業を複数運営している場合、事業所数でカウン
トする�か、法人数でカウントする�か。

事業所数でカウントします。（例）短期入所生活介護
事業所数が4法人7事業所�場合、事業所数（7事業
所）でカウントする�で、事業所が過少な場合�正当
な理由に�当たらないこととなる。
なお、居宅介護支援事業所�通常�事業�実施地
域について�、９月15日までに届け出る判定期間に
ついて�９月１日、３月15日までに届け出る判定期間
について�３月１日における指定状況により判断する
こととなります。

H27.8

25

特定事業所集中減算について。通常�事業�実施
地域におけるサービス事業所数�カウントについて
愛知県で�、訪問リハと訪問看護�事業所数�実績
によることとされているが、そ�適用について。

通常�事業�実施地域における事業所数�カウント
�、前期判定について�９月１日、後期判定について
�３月１日における指定事業所数をカウントすることと
なりますが、訪問看護及び訪問リハ�医療機関みな
し指定を受けた事業所について�、それぞれ６月と12
月におけるサービス提供実績により判定することとな
ります。
　したがって、訪問看護と訪問リハについて�、９月１
日又�３月１日時点�一般指定（訪問看護ステーショ
ン等）�事業所数に、６月と12月における事業実績�
ある医療機関みなし指定�事業所数を加えた数が事
業所数となります。

H28.2

26 特定事業所集中減算について、正当な理由と�。

愛知県�判断に準じます。
①居宅介護支援事業所�通常�事業�実施地域に
対象となるサービス種別�事業所が５事業所未満で
ある場合。
②居宅介護支援事業所�判定期間�１月当たり�平
均居宅サービス計画件数が20件以下である場合。
③居宅介護支援事業所�判定期間�１月当たり�平
均居宅サービス計画�うち、それぞれ�サービスが
位置付けられた計画件数が１月当たり平均10件以下
である場合。
④サービス�質が高いことによる利用者�希望を勘
案した場合など�より、特定�事業者に集中している
と認められる場合。

H30.4

27

要支援�方が月�途中で市内転居したことにより、
担当する地域包括支援センターが変更となった場
合、月途中から新しい地域包括支援センターに引継
がなければならないか。

原則として�貴見�とおりですが、転居後�サービス
利用に変更がなく、居宅サービス計画�変更を伴わ
ない場合�、当該月�転居前�地域包括支援セン
ターが引続き担当し、翌月初日から新しい地域包括
支援センターが担当することととして差支えありませ
ん。
　なお、こ�場合居宅サービス計画作成依頼届出書
�届出日�翌月初日とすること。

H27.8

28
通所リハ�栄養改善加算と栄養スクリーニング加算
�同時算定可能か。

同時算定可能。 Ｈ30.4

29
他法人が運営する居宅介護支援事業者と�事例検
討会、研究会等�実施について、どれだけ�法人参
加が必要か。

２法人以上�参加があれば良い。 Ｈ30.4

30

運営に関する基準「第２-３（１）」内容及び手続き�説
明及び同意について、サービス利用を調整する度
に、文書�交付署名を得る必要がある�か。重要事
項説明書に説明内容を追記して、署名を得る形で良
い�か。
　また、今回�改定を踏まえて運営規程�変更�必
要か。

軽微に当たる場合（②-５）参照。
金額等�変更があった場合�、別紙にて説明を行
い、同意と署名をもらうこと。

Ｈ30.4

31

利用者へ�説明項目で、「利用者�、複数�指定居
宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができ
ること」等につき説明を行い、理解を得られなければ
ならないと�口頭でも良い�か。

複数�指定居宅サービス事業者等�紹介を求めるこ
とや、居宅サービス計画原案に位置付けた事業者�
選定理由�説明を求めることが可能であること等を
十分説明をし理解を得て、必ず利用申込者から署名
をもらわなければならない。

Ｈ30.4

32
利用者に対し、入院時に担当ケアマネ氏名及び連絡
先を病院また�、診療所に伝えるよう求めなめれば
ならないことについて�同意�口頭でも良い�か。

利用者又�そ�家族に対し事前に協力を求める必要
がある。
　具体的に�、ケアマネ�連絡先等を被保険者証等
に保管することを依頼しておくことが考えられる。

Ｈ30.4

33
デイケア、老健�ショートを追加する際でも、全て医師
へ確認プランが必要か。

医療系�サービスを追加する場合�、意見を求めな
ければならない。 Ｈ30.4
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

34
加算�記載について、ケアプラン２表�サービス内容
に加算毎に記載すべきか。

個別機能訓練加算や送迎加算、入浴加算等ケアマネ
がアセスメントし、サービス内容により加算に影響す
る内容が含まれていれば、加算名を記載する必要�
ない。
　また、サービス提供体制加算や処遇改善加算等ア
セスメントと関係ないも�についても記載�必要�な
い。

Ｈ30.4

35 提供時間を９時から17時で８-９時間をとるが良いか。

可能である。
　愛知県�指導指針にもあるように、「常に８-９時間
�算定を考える�であれば、運営規程に定めるサー
ビス提供時間�８時間10分程度が合理的である。」と
記載されている。
　よって、交通事情や、利用者�準備�具合等で少し
でも開始が遅れた場合�、７-８時間で算定すること。

Ｈ30.4

36
デイケア利用中�利用者が、デイを追加利用すること
になった場合、医師へ意見を求める�か。

そ�場合�必要がないが、追加になった理由�記載
や聞き取りをします。

Ｈ30.4

③訪問介護・訪問入浴介護

1

ショートステイを利用したいが、そ�事業所に�送迎
体制がない。アセスメントにより送迎が必要な状況で
あることを確認している場合、「特別な事情」に該当す
るも�として、通院等乗降介助を算定すること�でき
るか。

留意事項通知第２�２（８）にあるとおり、短期入所
サービス�送迎を原則としているが、送迎体制がない
場合�、ここで言う「特別な事情」に該当するも�とし
て算定できる。
　ただし、短期入所サービス�送迎加算を原則とされ
ている�で、可能な限り送迎可能な事業所を選択す
べきも�である。

H23.10
（H24.10ただ
し書き以降
補足）

2

急遽ショートステイを利用することになったが、ショー
トステイ事業所で送迎体制が取れない場合で、かつ、
アセスメントにより送迎が必要な状況であることを確
認している場合、通院等乗降介助を算定すること�
可能か。

「特別な事情」として算定可能ですが、安易に通院等
乗降介助を算定する�で�なく、可能な限り短期入
所事業所における送迎を利用できるよう（利用時間等
含めて）調整してください。

H24.10

3
通院等乗降介助について、郵便局に口座�解約に行
くこと�可能か。（そ�他銀行や官公署へ行く場合�
どうか。）

そ�外出が、利用者�日常生活、社会生活上不可欠
なも�であって、利用者自身が行かなければならない
も�（家族等が代替できないも�）であれば算定でき
る。
　なお、通院等乗降介助�単位を算定する場合に
あって�、複数�目的地間を算定すること�できませ
ん。（居宅～病院～スーパー～居宅�場合、居宅～
病院間及びスーパー～居宅間�、居宅�絡むサービ
スとして100単位を算定できますが、病院～スーパー
�間�居宅が絡まないため算定できません。）

H23.10
（H23.10なお
書以降補
足）

4 通院・外出介助�目的地について。

介護保険�訪問介護�対象として適切なも��、病
院等へ�通院、官公署における日常生活上必要な申
請や届出、選挙�付添い、日常生活用品�買物同
行、サービス選択�ため�通所介護や介護保険施設
見学、預貯金�引出し、税金�支払いや日常生活を
営む上で不可欠な水光熱費、電話代等�支払いへ
�同行などです。
　なお、通院等乗降介助においても同様です。

H23.10
（なお書き以
降24.10.15補
足）

5
利用者が美容院に行くことについて、外出介助�算
定�可能か。

訪問介護�外出先、目的として�不適当です。
介護保険外サービス�利用をご検討下さい。 H24.10.16

6
身体介護による通院介助を行い、帰り道に別�病院
を受診したり、日常生活に必要な買物�付添いをす
ること�可能か。

訪問介護�利用者�居宅において行われるも�であ
り、通院・外出介助が認められる��、居宅における
目的地へ行くため�準備を含む一連�サービスとみ
なし得るためです。（留意事項通知第２�１（６））
　ただし、複数�医療機関、医療機関と院外薬局、通
院と日常生活用品�買物等、目的や目的地が複数
ある場合について�、利用者�心身状況を踏まえた
上で、それぞれ�目的地へ外出する必要性、合理的
な理由が明確であれば、一連�サービスとして訪問
介護費を算定することが可能です。
　なお、当然�ことですが「（例）通院�帰りにスー
パーに寄る」ことを一律に位置付けてあれば不適切で
す。
　また、ケアプランに１か所�目的地を位置付けてい
る場合であっても、水分補給�ため飲料水を購入す
る、トイレを借用する等�立寄り�一連�サービス�
一環として介護給付費�対象として差支えありませ
ん。
　なお、通院等乗降介助を算定する場合�、居宅を
起点・終点とする部分しか算定できません�で、複数
�目的地間について通院等乗降介助を算定すること
�できません。

H23.10
（H23.10なお
書以降補
足）
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令和２年３月１日版

質問内容

7

院内介助について。院内�かろうじて杖歩行可能、名
前を呼ばれれば応えるため、受診も介助なしで可能
だが、医師�指示を覚えられず、自分�状況もうまく
説明できない。
　現在、通院等乗降介助�利用を検討しているが、こ
�ような場合、医師に状況を説明し、医師�指示を受
けるため、訪問介護を位置付けて良いか。

診療室、レントゲン室において�、医師、看護師等�
管理下にあるため、訪問介護費�算定�できませ
ん。
　院内介助�不要と�ことから、通院等乗降介助を位
置付け、院内について�自費ヘルパーとすること�
差支えありませんが、通院等乗降介助に�、降車か
ら受付まで�移動、受診手続/会計・薬�受取りから
乗車までが包括評価されているため、これら�時間を
自費扱いとすること�不適切です。

H23.10

8

散歩介助を平日毎日行っても良いか。利用者�平日
毎日通所介護を利用しているが、外出傾向があり、夕
方になると通所介護事業所から出て行こうとする。帰
宅後に散歩介助を行うことで、利用者が落ち着いて
生活できると考える。

利用者�自立支援、ADL�維持向上に資するも�と
して、ケアプランに位置付けられた目標を達成するた
めに必要なも�であれば構いません。
　平成21年７月24日付け老健局振興課発事務連絡を
ご確認�上、ケアプランに位置付けてください。

H23.10

9

閉じこもり傾向が強く、通所系サービス�利用を拒否
されている方に散歩同行を位置付けていたが、外出
そ�も�に強い拒否感があり、実態として�訪問介
護員�見守り�もとで居宅内をぐるぐる回っているだ
け�方がいるが、訪問介護費を算定すること�可能
か。

こ�ケースで訪問介護費を算定すること�不適切で
す。外出機会�確保�ため散歩同行を位置付けてい
るにもかかわらず、実態として外出ができていない�
であれば、モニタリング�結果を踏まえ、再度アセス
メントを行い、早々にケアプランを見直して下さい。

H26.7

10

高齢者２人世帯で、２人とも要介護認定を受けている
方々に対し、生活援助を検討している。時間的に�各
日とも１時間半程度で良さそうであるが、介護給付費
�ど�ように算定するべきか。

複数�利用者に対して生活援助を行う場合�、合理
的な理由により適宜按分して、それぞれ�ケアプラン
に位置付けることとして構いません。こ�ケースであ
れば、それぞれに生活２を位置付ける�で�なく、あ
る日�夫�、ある日�妻�ケアプランに、生活３を位
置付け、２人に対する生活援助を行って構いません。
　なお、複数�利用者に対して身体介護を行う場合
�、留意事項通知第２�２（１）により行ってください。

H23.10

11

要介護５でAL�患者である利用者が入院することに
なった。利用者�、様々な機器によるサポートを受け
ており、体重も重いため、外出に�２人�訪問介護員
による支援が必要であるが、入院時に通院・外出介
助を位置付けてよいか。

入退院について�、原則として家族が付添うこととし
ています。しかしこ�ケース�ように、明らかに家族で
�外出させることができない場合�、訪問介護費を算
定して構いません。

H23.10
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

12
入退院に通院・外出介助又�通院等乗降介助を利用
すること�可能か。

入退院について�、原則として家族が付添うこととし
ています。
　しかし、身寄りがない等家族�付添いができず、か
つ訪問介護員による介助が必要なケースで�算定可
能です。

H26.7

13
通所系サービス利用後に併設�診療所を受診する場
合、診療所から自宅まで通院等乗降介助を算定する
こと�可能か。

可能です。 H26.7

14

要介護３�利用者�通院にあたり、１時間程度�生
活援助に引き続き、通院前�身支度及び移乗介助に
30分程度�介助を要する場合、通院等乗降介助で算
定すべきか、身体１生活３を算定すべきか。

基本的に訪問介護員が事業所�車両を用いて通院
等を行う場合�、外出準備も含めて通院等乗降介助
�単位数を算定するが、要介護１から３�利用者で
あって、居宅における通院に直接関連しない身体介
護に30分から１時間程度以上を要し、かつ当該身体
介護が中心である場合、通院等乗降介助�単位数に
代えて身体介護�単位数を算定することができるとさ
れている。
　こ�ケースで�これに該当しない�で通院等乗降
介助�みを算定することが適当である。なお、こ�
ケースにおいて、外出に直接関連しない身体介護を
行った場合�、身体+生活�単位数を算定することと
なる。

H27.2

15
利用者が通信販売で購入した映画�DVD�支払い
を、訪問介護員が生活援助として行うことができる
か。

本人�日常生活�援助に�該当しないと考えられる
ため、必要であれば自費サービスを利用してくださ
い。
　こ�ケース�、本人�趣味・嗜好上�支払いと考え
られます。趣味・嗜好について、一律に規制するも�
で�ありませんが、趣味・嗜好上�支払�み�ため
ケアプランに位置付けることもいかがと思われます。
　なお、同様�支払い代行であって税金や水道代、電
話料金等日常生活を営む上で必要な支払について、
生活援助を位置付けること�可能です�で、これらと
あわせて支払う等�効率的な運用をお願いします。

H23.10

16 同居家族がいる場合�生活援助について。

同居家族がいる場合�生活援助について�、家族等
�障害・疾病�他、疾病がない場合であっても、同様
�やむを得ない事情により、家事が困難な場合に算
定できます。（留意事項通知第２�５（５））これ�、同
居家族がいる場合に一律機械的に生活援助を算定
不可とするも�で�なく、個々�利用者及び家族�
状況に照らし合わせ、家族ができない家事や家族が
不在となる時間帯等を検討した上で、適切なケアマネ
ジメントにより生活援助�算定を可能とするも�で
す。
　なお、やむを得ない事情として�（平成21年12月25
日付け老振発1224第１号�別紙）、家族が高齢で行
うことが困難な家事がある場合、家族が介護疲れで
共倒れ等�深刻な問題が起きてしまう恐れがある場
合、家族が仕事等で不在�時間帯に行わなくて�日
常生活に支障をきたす場合等が例示されています。

H23.10

17

別棟に居住する娘が食事�準備をし、利用者�もと
に運んでいる。本人�スプーンで自力摂取可能。娘
から毎日�食事作りが負担であると�訴えがあると
き、生活援助を行うこと�可能か。

こ�ケース�ような場合�、娘�介護負担軽減�た
め生活援助を行うこと�可能です。ただし、頻度につ
いて�、適切なアセスメントに基づき十分検討してくだ
さい。

H23.10
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

18
単身世帯で生活援助をケアプランに位置付けている
が、窓拭き�サービス対象にならない�か。

平成12年11月16日付老振第76号「指定訪問介護事
業所�事業運営�取扱等について」�別紙におい
て、一般的に生活援助�範囲に含まれない事例とし
て、日常的に行われる家事�範囲を超える行為とし
て、窓�ガラス磨きが挙げられています。
　しかし、あくまで日常的に行われる家事�範囲外�
例示としているように、日常的に行われる家事�生活
援助�対象となります。そして日常的に行われる家事
と�、利用者ごとに、そ�範囲が異なるも�と考えら
れます。
　したがって、大掃除�時に隅々まで磨き上げるよう
な行為�対象になりませんが、利用者が日常的に
行ってきたような窓を雑巾で拭くといった行為�、それ
が適切なケアマネジメントにより、必要性が認められ
るも�であれば、生活援助�対象として差支えありま
せん。

H23.10

19
独居�方から台風時に雨戸を閉めてほしいと�依頼
があったが、訪問介護費�算定できるか。

雨戸�開閉�みで�訪問介護費を算定すること�で
きません。近隣�方々や地域�民生委員等と�連携
を模索する、あるい�自費にてヘルパーを利用する
などにより対応してください。
　なお、当日あるい�前日にケアプラン上訪問介護が
位置付けられている場合�、位置付けられた訪問介
護�実施とあわせて雨戸を閉めておくこと�差支えあ
りません。

H24.10

20

障害福祉サービス�ケアホーム、ＧＨに入居している
方が要介護認定を受けている場合、介護保険におけ
る身体介護（入浴介助等）を利用すること�可能か。
また通院介助を行うこと�可能か。

ケアホーム、ＧＨについて�、世話人・生活支援員�
配置が必要とされており、世話人による介護が提供さ
れている�で、身体介護�算定できない。
通院介助について�算定すること�可能であるが、
以下�要件を満たす必要がある。
①障害者自立支援法で区分１以上と認定された者
②慢性疾患等�障害者であって、医師�指示によ
り、定期的な通院を必要とする者
③通院介助が個別支援計画に位置付けられているこ
と

H24.10

21

障害福祉サービス�ケアホーム、ＧＨに入居している
要介護認定者で、日中作業所において生活介護を利
用している方がいる。こ�方が、作業所利用中に介護
保険訪問介護（入浴、散歩等）を利用すること�可能
か。

障害福祉サービスにおける生活介護と�、「常に介護
を必要とする方に、昼間、入浴、排泄等�介助を行う
とともに、創作的活動又�生産的活動�機会を提供
する」とされており、入浴介助、散歩介助が必要であ
れば生活介護事業所�個別支援計画に位置付けた
上で、当該事業所�従業者がサービスを提供すべき
であり、介護保険訪問介護�利用�できないも�で
ある。

Ｈ25.4

22

障害福祉サービス�ケアホームに入居している要介
護認定者で、平日�作業所利用中に作業所�職員
による散歩介助を受けている方がいる。こ�方が、休
日に介護保険訪問介護�散歩介助を利用することが
できるか。

ケアホーム（共同生活介護）�、「夜間や休日、共同
生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事�介護等を行
う」とされており、外出支援�共同生活介護�サービ
スに含まれていないと解される。したがって、そ�方
が65才以上�要介護認定者で、適切なアセスメント
�結果、利用者�自立した生活�支援に資するも�
として毎日�散歩介助が必要とされておれば、休日
に介護保険訪問介護による散歩介助を利用すること
�可能である。

Ｈ25.4

23

要介護認定に加えて療育手帳�交付を受けている方
が、月水金�介護保険D�、火木�西尾市地域生活
支援事業�日中一時支援を利用している。今般日中
一時支援事業書を変更することとなったが、新しい事
業所で�送迎が行えない。介護保険�通院等乗降介
助を利用すること�可能か。

日中一時支援事業で�、送迎�義務付けられていな
い。そ�ため、介護保険�通院等乗降介助を利用す
ること�可能である。
　ただし、通院等乗降介助�「乗降介助」�必要性が
アセスメントから導き出されて初めて利用が可能にな
るも�であり、単なる声掛け�みで乗車・降車が可能
な方について�、当然ながら通院等乗降介助�算定
�できないため、通常�タクシー等を利用して下さ
い。

H26.7

24

生活援助を２人�訪問介護員により行うこと�できる
か。具体的に�、洗濯機がない独居�利用者で洗濯
を行う場合であって、本人�希望により訪問介護�回
数を増やすことができない場合、洗濯だけでかなり�
時間になるため、２人�訪問介護員で生活援助を行
うことができるか。

２人�訪問介護員によるサービスについて�、①身
体的理由により１人で�介護が困難、②暴力行為、
著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場
合、③これらに準ずる場合、とされています。
お示し�ケースで�これらに該当しないため、安易に
２人�訪問介護員によるサービス提供を考える�で
�なく、提供回数や提供方法�見直しを検討してくだ
さい。

H24.10
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

25

身体介護に引き続き行う場合�生活援助�、所要時
間20分から起算して25分を増すごとに67単位（上限
201単位）を加算するとされたが、具体的な取扱につ
いて。

身体介護に引き続き行う場合�生活援助�所要時間
と単位数�関係�次�通りです。
　所要時間20分未満　　算定できません。（身体介護
�所定単位数�みを算定。）
　所要時間20分以上45分未満　67単位
　所要時間45分以上70分未満　134単位
　所要時間70分以上　　　　　　　201単位

H24.10

26
サービス付き高齢者向け住宅等において、居室に浴
室がなく、共同浴室�みがある場合、入浴介助を身
体介護で算定することができるか。

利用者が入浴介助を必要とする場合であって、以下
�条件を充たす場合、算定すること�可能です。
　①通所介護・訪問入浴等�利用が困難であること。
　②清潔保持�ため入浴が必要なこと。
　③入浴介助を行うこと。
　したがって、共同浴室まで�移動�みについて訪問
介護費を算定すること�できません。

Ｈ24.10

27

サービス付き高齢者向け住宅等において、居室�浴
室又�共同浴室で�入浴介助が困難な場合、併設
D��機械浴設備を利用して、訪問介護員による入浴
介助を行うことができるか。

併設�ＤＳ�機械浴�、居宅で�ない�で原則�認
めない。
　ただし、担当するケアマネジャーにより、どうしても必
要とアセスメントした場合（※）に限り、入浴介助を認
めることもある。
　なお、担当する介護支援専門員�、総合的な援助
�視点から、入浴以外�ニーズにも対応したプランへ
�見直し（D�短時間利用等）�検討を短期目標期間
満了ごとに行うとともに、検討�結果を記録すること。
　※居室で�入浴ができないか
　　 他ＤＳを利用ができないか
　　 訪問入浴ができないか
　　 必要最低回数かどうか、清拭へ�代替等

H30.7

28
両上肢まひ等により自力で薬を口に入れることができ
ない利用者に対し、訪問介護員が薬を口腔内に入れ
ても良いか。

一定�条件�もと可能であるが、以下�点に十分留
意すること。医師等が、
①容態が安定していること
②副作用�危険性や投薬量�調整等�ため、医師
等による連続的な経過観察が必要である場合でない
こと
③誤嚥�可能性等当該医薬品�使用�方法そ�も
�について専門的な配慮が必要な場合でないこと
上記３条件を満たしていることを確認している場合で
あって、医師等�免許を有しない者が当該医薬品�
使用�介助ができることを本人又�家族に伝えてい
る場合に、事前�本人又�家族�具体的な依頼に基
づき、医師等�処方及び薬剤師�服薬指導�上、看
護職員�保健指導、助言を尊重した内服薬�内服を
介助すること�可能である。
　なお、こ�件について�、「医師法第17条、歯科医
師法第17条、保健師助産師看護師法第31条�解釈
について（平成17年７月28日老振発第0728001号）」
�別添（「医師法第17条、歯科医師法第17条、保健
師助産師看護師法第31条�解釈について（平成17年
７月28日医政発第0726005号）」）を十分理解した上で
実施すること。

H25.5
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

29

訪問介護でおむつ交換を位置付けている利用者がい
るが、徘徊が頻回にあり、自宅に伺っても居ないこと
が度々ある。こ�ような利用者に係る訪問介護費�
算定�ど�ようにすればよいか。

訪問介護�居宅サービスであるため、利用者が居宅
に不在�間に提供されたサービス�算定することが
できません。
　また、訪問したら徘徊してしまっていた場合、そ�利
用者を探している時間や関係機関と�連絡をとって
いる時間�算定できません。
　したがってお示し�ような事例で、利用者が居宅に
居ない場合�訪問介護費�算定�できません。
　なお、利用者と�契約により、キャンセル料を請求
すること�差支えないも�です。

H26.7

30

障害福祉サービス�居宅介護（ホームヘルプ）を利用
している方が、月途中で65歳に到達し、要支援認定を
受けた。介護予防訪問介護費�請求に当たって�日
割となるか。

日割計算�行わず、月額報酬を算定する。
月額包括報酬�日割り請求に係る適用（平成24年3
月16日厚生労働省老健局介護保険計画課・老人保
健課/事務連絡Ⅰ資料9別紙4）によれば、生保単独
から生保併用について�日割り計算を行うこととされ
ているが、障害福祉サービスから介護予防サービス
へ�年齢到達による切り替えについて�規定されて
いない。したがって、こ�場合�日割算定�対象事由
に該当しないも�と考えざるをえないため、月額報酬
を算定することとなる。

H26.7

31
訪問介護�生活援助で買い物を行っている場合、利
用者宅からお店を往復するため�ガソリン代を利用
者に請求すること�できるか。

可能である。
愛知県高齢福祉課介護保険指定指導G�ホーム
ページに掲載されている「介護保険～利用料ガイドラ
イン（愛知県版）～」によれば、生活介護で買い物に
行く場合�ガソリン代�徴収可能である。（重要事項
説明書に明記し、利用者�同意を得ること�必須で
あり、金額も、燃費とガソリン価格を基準として算出
し、実費を大幅に上回るような金額�認められな
い。）
　なお、利用者宅を訪問するため�交通費について
�、通常�事業�実施地域を超える場合を除き、別
途徴収すること�できないも�である。

H26.7

32

緊急時訪問介護加算について。予定されていた時間
に訪問したが、利用者�体調急変等により予定され
ていない緊急対応を行った場合、加算�算定�可能
か。

そ�ような場合�緊急時訪問介護加算�算定�でき
ません。
　なお予定されていないサービスを実施したことによ
り提供時間を延長した場合�、居宅サービス計画�
見直しにより、延長した時間数に応じた所定単位数を
算定すること�可能です。

H26.7

33

利用予定日において、居宅サービス計画に位置付け
た時間と異なる時間に来てほしいと�要請があり、こ
れに応じて、計画と異なる時間に計画に位置付けら
れたサービス提供を行った場合、緊急時訪問介護加
算�算定�可能か。

そ�ような場合�緊急時訪問介護加算�算定�でき
ません。 H26.7

34

排泄介助が必要だが、いつ発生するか分からないた
め、居宅サービス計画に�具体的な日時について�
記載せず、「必要に応じて随時」として位置付けた。利
用者から要請があり、排泄介助を実施した場合、緊
急時訪問介護加算�算定�可能か。

排泄介助が日常的な通常�サービスとして必要と判
断されているも�であり、利用者から�要請が、事前
�調整を必要とするほど�緊急性を有すると�言え
ないも�であれば加算�算定�できません。

H26.7

35
早朝・夜間、深夜�加算について。午後５時55分から
開始して50分程度�身体介護を行った場合、夜間�
加算�算定できるか。

算定できない。
　当該加算�要件�、①サービス開始時刻が加算�
対象となる時間帯にあること、②（開始時刻が加算�
対象となる時間帯にあったとしても）利用時間が長時
間にわたる場合に、加算�対象となる時間帯におけ
るサービス提供時間が、全体�サービス提供時間に
占める割合が、ごく僅かな場合�算定できないとされ
ている。開始時刻が加算�対象となる時間帯にない
場合�、そもそも要件を満たさないため算定できな
い。

H27.2
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

36
訪問入浴において、看護職員がたん�吸引を行うこ
と�できるか。また、外用薬�塗布�できるか。

医師�指示を受けた看護職員が訪問入浴�前後に
おいてたん�吸引を行う、あるい�訪問入浴後�処
置として外用薬を塗布すること�差支えありません。

H24.10

④訪問リハビリテーション・訪問看護

1
通所リハビリテーションと訪問リハビリテーション�併
用�可能か。

留意事項通知第２�５（２）において、「通院によるリハ
ビリテーション�みで�、家屋内におけるADL�自立
が困難である場合�家屋状況�確認を含めた訪問リ
ハビリテーションなど、ケアマネジメント�結果、必要
とされた場合�算定できる」とされています。
　したがって、ケアマネジメント�結果、居宅における
リハビリテーションが必要であれば、併用可能です。

H23.10

2
通所リハビリテーションで�、ＳＴによるリハビリが提
供できない場合、訪問リハビリテーションにより、ＳＴに
よるリハビリを提供すること�可能か。

通所リハビリテーションにおいて、同様�サービスが
担保できない�であるから、算定可能です。 H23.10

3
短期集中リハビリテーション実施加算�起算日にある
「認定日」と�いつ�ことか。

要介護認定�有効期間�初日です。（当該利用者が
新たに要介護認定を受けたも�である場合に限る。
通所リハビリテーションについても同様。）

H24.4

4
リハビリを目的とした入院日において、入院前に訪問
リハビリテーションを行うこと�可能か。

入院当日であっても入院前に利用する訪問通所サー
ビス�別に算定できるとされていることから、算定�
可能である。
　ただし、通常�入院後に必要なリハビリテーション
が行われるも�であることから、単に訪問リハビリ
テーション�利用予定日であるという理由による利用
�好ましくない。入院によるリハビリテーションに加え
訪問リハビリテーション�利用が必要となる理由を明
確にしておくこと。（当然ながら訪問リハビリテーション
利用後�緊急入院について�こ�限りで�ない。）

H27.2

5
リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）�算定要件
であるリハビリテーション会議と居宅介護支援事業所
が行うサービス担当者会議�関係について

リハビリテーション会議について�、居宅サービス基
準第80条第５号及び第114条第４号において規定され
ており、同会議�開催義務�指定訪問リハビリテー
ション事業所又�指定通所リハビリテーション事業所
にあります。
　ただし、サービス担当者会議と併せて開催すること
を妨げるも�で�ありません�で、居宅介護支援事
業者等と調製�上負担軽減を図ることが好ましいと
考えます。（通所リハビリテーションも同様）

H27.8

6
訪問看護�特別管理加算について、胃ろうを増設し
ている方�Ⅰ�500単位かⅡ�250単位か。

Ⅰ�500単位を算定します。
　胃ろう、鼻腔経管栄養について�胃チューブ留置と
して特別管理加算Ⅰ�対象となります。
　ただし、あくまで計画的管理を行っている場合に限
られます。

H24.10

7

緊急時訪問看護加算�算定について。月途中で要支
援から要介護になった利用者について、介護予防訪
問看護、訪問看護双方で緊急時訪問看護加算を算
定すること�可能か。

双方で算定すること�できません。
緊急時訪問看護加算�、24時間対応可能な事業所
において、１月につき当該月�第１回目�訪問看護を
行った日に算定することとされており、１月につき、１
事業所に限り算定可能とされています。
　したがって、こ�ケースで�、介護予防訪問看護事
業所において緊急時訪問看護加算を算定することに
なります。

H24.10

8

緊急時訪問看護加算�算定について�、24時間連
絡・訪問できる体制を整備し、利用者�同意を得た上
で算定することとなっているが、実際に緊急時訪問を
行わないと算定できない�か。（定期巡回・随時対応
型訪問介護看護、複合型サービスも同様）

当該加算について�利用者又�、そ�家族等から電
話等により看護に関する意見を求められた場に常時
対応できる体制にある事業所において、当該体制に
ある旨及び計画的に訪問することとなっていない緊急
時訪問看護を行う場合に�当該加算を算定する旨を
説明し、同意を得た場合に加算するも�である。した
がって、体制を整備し、同意を得ていれば、実際に緊
急時訪問を行わなくても加算�算定�可能である。
（H26年４月から適用）

H26.4
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

9

看護体制強化加算�算定について。緊急時訪問看
護加算及び特別管理加算を算定した実利用者数�
占める割合について�、訪問看護、介護予防訪問看
護それぞれ要件を満たす必要がある�か、一体�も
�として割合を算出して要件を満たせばよい�か。

それぞれ�加算を算定している実利用者�割合につ
いて�、訪問看護、介護予防訪問看護それぞれ要件
を満たす必要がある。したがって訪問看護で�看護
体制強化加算を算定できるが、介護予防訪問看護で
�算定できないということもあり得るも�である。

H28.2

⑤通所介護・通所リハビリテーション

1
通所介護�生活相談員�、介護支援専門員�有資
格者をあててよいか。

愛知県で�、介護支援専門員�、生活相談員相当資
格として認められています。

H23.10

2
生活相談員として配置できる有資格者�ど�ようなも
�があるか。

社会福祉士、社会福祉主事任用資格、精神保健福祉
士、介護福祉士、保育士、介護支援専門員となりま
す。（愛知県高齢福祉課介護保険指定指導Gホーム
ページ「愛知県�指導指針」参照）

H26.7

3

通所介護・通所リハビリテーション
要支援�方が月途中で入院し、そ�後区分変更申請
を行い、要介護認定を受けた。こ�場合、月割り計算
�入院�前日までで行う�か。

利用者が月途中で医療機関に入院した場合であって
も、そ�月にサービス利用があれば月額報酬を算定
します。
　こ�場合�、区分変更申請を行い、要介護認定を
受けている�で、区分変更�前日まで�日数に応
じ、日割り計算を行います。

H23.10

4

要介護１で通所介護を２回/週、通所リハビリテーショ
ンを２回/月利用している方が、要支援２になった。配
偶者�疾病�ため介護力に期待できず、子�仕事�
ため日中�支援�困難。入浴�通所介護等�利用
時�みであり、今後も４回/週�利用を希望している。
こ�ような場合、週３回�通所介護を位置付け、そ�
うち１回を自費としてよいか。

平成18年４月改正Q＆Avoｌ３�問17�回答で、「介護
保険�給付�対象となる��、適切な介護予防ケア
マネジメント、介護予防通所介護計画に基づくサービ
スであり、これと�別に、あくまで本人�選考により、
当該事業者に求められたサービスについて�、介護
保険�定額払い�対象とならない」とされています�
で、ケアプランに位置付けた目標�達成に�２回�
通所介護で良いが、本人�選考により、それを超える
サービスを求められた場合�、自費とすること�可能
です。
　しかし、介護予防通所介護�回数�、週２回と決め
られているわけで�ありません�で、週２回を超える
場合に一律自費とすること�適切で�ありません。
　なお、自費として位置付ける場合�、予防通所介護
事業所におけるアセスメント�結果として２回で良い
とした内容を明確にしておくことが必要であり、また、
自費サービスに関する運営規程・契約書等を別に定
めた上で、会計�区分、人員配置を適切に行うことが
必要です。

H23.10
（H24.10なお
書以降補
足）

5

結核患者であるが、排菌しておらず、日常生活�普
通に送っており、他人と接触する機会もある方が利用
できる通所介護事業所�あるか。こ�利用者�定期
的に通院し、服薬もしており、また保健所へ�届出も
されており、排菌していないこと�確認されている。

こ�ケースについて�、サービス提供拒否�理由に
�あたらないと思われる�で、通所介護事業所と相
談してください。

H23.10

6
通所介護利用中に、利用者参加�もと、サービス担
当者会議や訪問調査を行うことができるか。

通所介護利用中�いわゆる中抜けについて�、理美
容サービスを受ける場合及び緊急�受診とされてい
ます。通所介護サービス�通所介護計画に基づく一
連�サービスです�で、利用中に通所介護サービス
に含まれない行為を行うこと�不適切です。どうして
も通所介護利用時に行う必要があるとき�、サービス
利用前若しく�後に設定し、一連�サービスが途切
れないようにしてください。

H23.10

7

介護予防訪問介護利用者が、月�半ばで介護予防
小規模多機能型居宅介護�利用を開始した場合、介
護予防訪問介護費�日割り算定することとしてよい
か。

日割り計算により算定してください。
　介護予防訪問介護費について�、月途中�サービ
ス開始・終了であっても、原則として日割り計算�行
わず、例外として、①要支援（要介護）から要介護（要
支援）へ�変更、②同一保険者内で�事業所変更、
③月途中�要支援度�変更、について�日割り計算
とされています。
　しかし、平成20年４月21日付Q＆A問20において、月
途中で介護予防特定施設を退所した場合�、入所日
数を減じて日割り計算するとされている。また算定基
準通則で�、「介護予防特定施設入居者生活介護、
介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知
症対応型共同生活介護を受けている場合�介護予
防訪問介護を算定しない」とされている。したがって、
介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知
症対応型共同生活介護を利用している期間について
も、そ�利用日数を減じた日数により日割り計算とす
ることが適当です。

H23.10
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

8

ＤＳ利用中に理美容サービスを受けること�できる
か。
　またそ�場合�介護報酬�請求についてど�よう
にすべきか。

厚生労働省Q＆A集問178・179において、デイサービ
スセンターにおいて通所サービスと�別に、利用者�
自己負担により理美容サービスを受けること�問題
ないとされており、留意事項として、
①当初から予定されている通所サービス�提供プロ
グラムに影響しないよう配慮すること
②理美容サービスに要した時間�通所サービス�提
供時間に含まれないこと
③利用者�通所介護計画に基づくサービスと�区分
が明確であれば、サービス提供時間中でも構わない
こと
④通所サービスとそれ以外�サービスが明確にされ
た通所サービス計画について本人�了解を得ている
こと、が示されています。
　したがって、通所サービス計画が適切に作成され、
本人�同意�もと、通所サービスと�明確に区分さ
れた理美容サービス�提供�可能です。なお、介護
報酬�算定にあたって�、理美容サービス�提供時
間を除いた単位数を請求することになります。
※こ�ような取扱い�、理美容サービスに限定された
も�です�で、ご注意ください。

H23.10

9

通所リハビリテーションにおける短期集中個別リハビ
リテーション実施加算�算定要件�、概ね週２回とさ
れているが、老健療養ショートを月２回利用しており、
週１回�利用しかない週が２週あった場合、老健77療
養ショートにおけるリハビリも含めて週２回以上なら算
定できるか。

短期集中個別リハビリテーション実施加算について
�、老健療養ショートと�通算ルール�ありません
が、老健療養ショート利用期間外において概ね週２回
以上、通所リハビリテーション�利用があれば算定可
能です。ただし、こ�場合であっても、ケアプランに老
健療養ショートを位置付ける際に�、通所リハ�利用
日を見直すなどにより週２回以上�リハビリテーショ
ンを実施することが望ましいと考えます。

H24.10

10

通所介護・通所リハビリテーション�入浴介助加算に
ついて、利用者�体調悪化等により入浴を回避し、全
身清拭を行った場合に算定できるか。またシャワー浴
を行った場合�どうか。

入浴介助加算�、入浴を適切に行うこと�できる人
員及び設備を有して行われる入浴介助について算定
できるも�であり、清拭について�入浴設備を有して
行う入浴介助と�みなされないため算定できない。
シャワー浴を行った場合について�加算�要件を満
たしており、算定可能である。

H25.5

11

要支援�認定を受けている利用者で、全盲�ため障
害程度区分�認定も併せて受けている利用者につい
て、通院介助（院内で�介助を含む）�ために介護予
防訪問介護を利用すること�可能か。

一般的に介護予防訪問介護�内容�、訪問介護（通
院等乗降介助を除く）と同様に取り扱われるも�であ
り、そ�点で�介護予防訪問介護で外出援助を行う
こと�可能である。
　しかし、全盲�利用者について行われる院内介助を
含む通院介助�、通常介護予防訪問介護で�想定さ
れていないと思料するも�であり、回数、内容とも十
分な支援が受けられない状況が想定されるため、障
害福祉サービス�居宅介護における通院介助�利
用が適当と考える。
　なお、こ�場合について�、院内における見守り時
間も含めて居宅介護�対象となるも�である。（福祉
課調整済）

H25.5

12
通所介護�外出レクリエーション�内容について、買
い物、外食を行うこと�可能であるか。

通所介護�、本来事業所で行うも�であり、外出レク
について�、効果的な機能訓練に資するも�として通
所介護計画及び年間行事計画に位置付けた上で、
サービス提供時間�半分を超えないこと、入浴等�
基本サービスを適切に行うこと、外出先へ�直行直
帰でないことなど�要件を満たした場合、実施するこ
とが可能ですが、愛知県�方針として�、買い物、外
食�通所介護で行うべき効果的な機能訓練に資する
も�と認めがたいことから、これら�外出レクを認め
ない方針と聞いております。
　したがってこれら�外出レクについて�、通所介護
サービス�一環として行う�で�なく、介護保険外�
サービスをご検討下さい。なお、買い物について�、
ケアマネジメント�結果によって�訪問介護費�算定
が可能になる場合もあることを申し添えます。

H25.5
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回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

13
通所系サービスにおいて、同一�利用者が利用日ご
と、あるい�季節ごとに異なる提供時間数�サービス
を受けること�可能か。

通所系サービス�算定において�、通所サービス計
画に位置付けられた内容�サービスを行う�に要す
る標準的な時間数に応じた所定単位数を算定するこ
ととされており、利用日ごと、あるい�季節ごとにそれ
ぞれ異なる通所サービス計画を作成しておれば可能
である。
　ただし、アセスメント�結果として異なる提供時間を
設定するに至った必要性を明らかにしておくことが必
要であり、必要性が不明確かつ通所サービス計画も
同一�場合�、長時間サービス�必要ないも�とみ
なして過誤調整を行う場合がある�で留意してくださ
い。

H26.7

14
ボイラー�修理に伴い、一時的に入浴設備�利用が
できなくなる場合、系列�別�通所介護事業所�入
浴設備を利用して入浴すること�可能か。

通所介護�、本来指定を受けた事業所で行うも�で
あり、他�事業所で入浴介助を行うこと�好ましく�
ないが、一時的にやむを得ないと認められる範囲で
あれば、例外的にお示し�ような方法を取ることも差
支えない。
　しかし、入浴介助加算について�、指定を受けた場
所と�別�場所で入浴介助を実施しているため、算
定できない。
　また、双方�D�利用者に一体的に入浴介助を行う
こと�認められない�で、事業所間で十分調整するこ
ととし、別事業所�従業者が入浴介助を行うことがな
いようにすること。移動時間を含めた入浴介助時間が
長くなるため、通所介護計画を適切に見直し、必要な
機能訓練等に支障をきたすこと�ないよう配慮した上
で実施すること。

H26.7

15

同一建物居住者減算�取扱いについて。お泊りデイ
サービスを３泊する場合�減算�ど�ようになるか。
また、家族が送迎する場合について、送迎していない
ことに伴う減算に�ならない�か。

傷病等により一時的に送迎が必要となった場合そ�
他やむを得ない事情がある場合を除いて、同一建物
から事業所に通う利用者について�減算となる。
本ケースについて�、次�とおり。
１日目　自宅→D�（宿泊）　　減算なし
２日目　D�（そ�まま宿泊）　減算
３日目　D�（そ�まま宿泊）　減算
４日目　宿泊→D�→自宅　　減算
　なお、家族が送迎した場合�、送迎未実施として、
片道につき47単位�減算となる。ただし同一建物居
住者に係る減算を行っている場合�、送迎未実施減
算�行いません。

H26.7
H27.8修正
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

16

通所介護�送迎について。日中�Aデイサービスを
利用し、夜間�Bデイサービス�お泊りを利用する方
がいるが、そ�移動�Aデイサービス�送迎を利用し
ている。こ�ように、通所介護で別�デイサービスに
送迎すること�妥当な�か。

通所系サービスにおける送迎�、自家輸送（自己�
生業と密接不可分な輸送であり、生業�成立を目的
とする輸送）�範囲において認められている。
　したがってお泊りD�を利用するため�送迎であれ
ば自家輸送�範囲を超えることになり不適切である
が、お泊りD�に短期滞在している方を自己�D�を利
用させるため送迎しているということであれば不適切
とまで�言えない。

H26.7

17

（通所介護、通所リハビリテーション）
認知症加算�算定要件における認知症高齢者�日
常生活自立度�判定にあたって�、医師�判定結果
又�主治医意見書を用いることとされているが、サー
ビス事業所が主治医意見書を閲覧すること�可能
か。

主治医意見書について�、ケアプラン作成を目的とし
て、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、
小規模多機能型居宅介護事業所及び介護保険施設
に限って写しを提供しているも�であり、サービス事
業所に対して�閲覧を認めていません�で、担当者
会議等を通じて、認知症高齢者日常生活自立度等�
情報を確認して下さい。

H27.8

18

予防通所介護�利用者が区分変更申請を行い、45
日後に要介護と認定され、通所介護費を算定するこ
ととなった。こ�場合、要介護認定�効力�45日前に
遡及することとなり、指定通所介護利用開始日も40日
以上前�日付となるが、要介護認定決定前�期間に
ついて、予防通所介護�運動器機能向上加算を算定
していた場合、通所介護�個別機能訓練加算を算定
すること�可能か。

個別機能訓練加算�算定にあたって�、機能訓練指
導員等が利用者�居宅を訪問した上で個別機能訓
練計画を作成することが必要とされています�で、利
用者�居宅を訪問していない場合�個別機能訓練加
算を算定すること�できません。
　区分変更申請が行われた場合�、状態�悪化が想
定される�で、申請中であっても、利用者�居宅を訪
問し、加算�算定要件を満たす個別機能訓練計画を
作成するとともに、適切な機能訓練を実施して下さ
い。

H28.2

19

予防通所リハ�利用者が区分変更申請を行い、45日
後に要介護と認定され、通所リハビリテーション費を
算定することとなった。こ�場合、要介護認定�効力
�45日前に遡及することとなり、指定通所リハビリ
テーション利用開始日も40日以上前�日付となるが、
要介護認定後速やかに利用者居宅へ�訪問を行うこ
とで、要介護認定決定前�期間についてもリハビリ
テーションマネジメント加算を算定すること�可能か。

リハビリテーションマネジメント加算�算定要件で�、
通所リハ開始日から1か月以内（1か月以内�訪問を
予定していたが、利用者�体調不良等により訪問で
きなかった場合を除く。）に医師また�医師�指示を
受けた理学療法士等が利用者�居宅を訪問し、運動
機能検査等を行うこととされています。したがって、お
示し�事例で�、原則として加算を算定できません。
　区分変更申請が行われた場合�、状態�悪化が想
定される�で、申請中であっても、加算�算定要件を
満たすリハビリテーション実施計画を作成するととも
に、申請後初回利用日から１か月以内に利用者�居
宅を訪問して下さい。

H28.2

20

知的障害があり、障害福祉サービス�ＧＨ（共同生活
援助事業所）に入居し、平日�日中�障害福祉サー
ビス�就労継続支援B型を利用している方が、休日
（土日）に介護保険�通所介護を利用すること�可能
か。
　なお、こ�ケース�加齢に伴い、徐々に就労継続支
援から通所介護へ�移行を想定しているケースであ
る。

障害福祉サービス�ＧＨ�、夜間及び休日において
利用者�日常生活上�支援を行うも�であり、当該
事業所�サービスが提供されている時間帯に介護保
険�通所介護を利用すること�給付�重複となるた
め、認められない。特に愛知県で�、休日�日中に
支援員を配置するために上乗せ給付を行う制度があ
り、当該制度を利用しているＧＨにあって�、休日�
日中における支援�当該事業所にて行うべきも�と
考えられるため、なおさら通所介護�利用�認められ
ない。
　なお、通所介護へ�移行を想定して、平日�日中
に、就労継続支援に代えて通所介護を利用すること
�差支えないも�である。

H28.2

21 提供時間を９時から17時で８-９時間をとるが良いか。

可能である。
　愛知県�指導指針にもあるように、「常に８-９時間
�算定を考える�であれば、運営規程に定めるサー
ビス提供時間�８時間10分程度が合理的である。」と
記載されている。
　よって、交通事情や、利用者�準備�具合等で少し
でも開始が遅れた場合�、７-８時間で算定すること。
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

22
個別機能訓練加算Ⅰ�算定にあたって、機能訓練指
導員�条件�。

「時間帯を通じて、専ら機能訓練指導員�職務に従
事する常勤�理学療法士等」とある�で、機能訓練
指導員�、常勤であることが必須となる。
　ただし、機能訓練指導員が配置できなかった場合�
算定しないこと。

Ｈ30.9

⑥短期入所サービス

1
要支援�方�短期入所について、閉じこもり予防、介
護負担軽減として、月１回定期的に利用して差支えな
いか。

適切なケアマネジメント�結果であれば差支えありま
せん。
　介護予防サービス�、利用者が居宅において自立
した日常生活を維持できるよう、日常生活�活発化に
資する通所系サービスを中心に生活機能�向上を図
ることが基本的な利用形態と想定されています。閉じ
こもり予防という点で�、通所サービスやそ�他�方
法�検討が必要と思われますが、生活実態に即した
ケアマネジメント�結果、介護負担軽減�必要性が
認められるケースについて、ご質問�ようなサービス
提供が否定されるも�で�ありません。

H23.10

2
A短期入所を退所し、同日にB短期入所を利用する場
合、介護サービス費を算定できるか。
　また送迎加算�算定�できるか。

同日に複数�短期入所事業所を利用する場合、同一
敷地若しく�隣接する敷地であって職員�兼務や施
設�共用が行われている場合�退所�日�含まれ
ません�で、A事業所における退所日�介護サービ
ス費を算定すること�できません。完全に別事業所で
あれば双方で介護サービス費�算定�可能です。
　また、送迎加算について�、居宅を介在しない送迎
について加算を算定すること�できません�で、本
ケースにおいて送迎加算を算定すること�できませ
ん。（訪問介護費を算定することもできません。）介護
保険外サービス�利用をご検討下さい。

Ｈ24.10

3

１泊２日�短期入所生活介護を位置付けたが、夕方
になって不穏状態になった。担当者会議を通じ、認知
証�進行が認められ、不穏状態が激しくなることが予
想されていたため、そ�ような場合�帰宅することで
家族と合意していた。こ�場合、１日に２回�送迎加
算を算定すること�できるか。

可能である。
短期入所�日帰り利用と�、緊急�場合であって、
他�居宅サービス�利用ができない場合に例外的に
認められるも�であり、（そ�場合も専用�ベッド�確
保されなければならない）当初から日帰り利用をプラ
ンに位置付けること�、当市にあって�まず想定され
ないが、制度上�認められている。
　不穏状態になった方について、事業所�都合で一
律に利用を中止させること�、本来認知症�方が利
用するサービスであることを考慮すれば適切と�言え
ないが、本ケース�ように事前に検討した結果として
�利用中止であれば、介護給付費�算定�可能で
ある。（ただし、利用時間が著しく短時間であれば、介
護給付費�算定�適切で�ない。）また、１日分�介
護給付費�算定が可能であれば、実際に行った送迎
について、加算を算定すること�可能である。

H26.7

4

老健短期入所療養介護における緊急短期入所受入
加算�算定について。居宅サービス計画第２表にお
いて、家族�不調時に短期入所を随時利用すること
が位置付けられているが、提供表に�利用予定日が
計画されていない場合であって、急遽短期入所を利
用した場合�、当該加算を算定できるか。

算定できる。
アセスメント�結果、やむを得ず緊急に短期入所を利
用しなければならない状況が想定され、居宅サービス
計画第２表に短期入所�緊急利用が位置付けられて
いる場合であって、提供票に利用予定日が位置付け
られていない場合について�、当該加算�算定�可
能である。
　ただし、本加算�緊急時�初期�手間を評価したも
�であるため、介護負担軽減等�ため定期的な短期
入所利用が位置付けられ、かつ実際に定期的に利用
しているが、利用日未確定�ため提供票に利用予定
日が位置付けられていない等、計画的な利用に準ず
るケースについて算定知ること�適切で�ない。やむ
をえない理由により緊急に利用した場合に限り算定
すること。
　なお、当該緊急利用�理由、期間、対応など�事項
を記録するとともに、利用前後�居宅サービス計画を
保存するなど、適正な緊急利用に務めること。

H26.9
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

5 短期入所生活介護�31日目以降�減算について

連続して30日を超えて同一�短期入所生活介護事
業所を利用している場合、31日目以降�基本報酬が
減算となりますが、これ�31日目を自費利用した場合
であっても利用が継続している限り、32日目以降�減
算後�単位数を算定することとなります。
　なお、31日目�費用について�、指定短期入所生
活介護以外�サービスに該当するため、そ�費用に
ついて�利用者と�契約によることとなります。

H27.8

⑦定期巡回随時対応型訪問介護看護・夜間対応型訪問介護

1
定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用している
間�訪問介護、訪問看護を利用すること�できない
�か。

訪問介護費について�、通院等乗降介助�み算定で
きます。訪問看護費について�、一体型定期巡回・随
時対応型訪問介護看護事業所（訪問看護サービスを
一体的に行う事業所）を利用する場合�、算定するこ
と�できません。連携型事業所を利用する場合�、
訪問看護費�算定�可能ですが、算定単位数�訪
問看護費�ハ（月額報酬）を算定することになりま
す。

H26.7

⑧認知証対応型通所介護・認知証対応型共同生活介護

1

GH入居者�要件に「主治医�診断書等により入居申
込者が認知症（急性�状態にある者を除く）であるこ
と�確認をしなければならない。」とされているが、診
断書等�等に�何が含まれるか。

主治医意見書が考えられる。
　ただし、認知症高齢者�日常生活自立度�みで�
認められず、疾患名に「認知症」�記載がある場合に
限る。なお、疾患名に「認知症」�記載ばない場合
�、診断書、診療情報提供書等、「認知症」�診断が
記載された書面で確認する必要がある。

H26.7

⑨小規模多機能型居宅介護・複合型サービス

1

介護支援専門員�配置�非常勤で良いとされている
が、小規模多機能型居宅介護事業所において勤務を
要しない時間帯に、居宅介護支援事業所�介護支援
専門員や認知症対応型共同生活介護事業所�計画
作成担当者として勤務すること�できるか。

それぞれ�事業所において、勤務日時を明確にし
て、非常勤職員として発令されていれば可能です。常
勤兼務�扱い�できません。

H23.10

2
小規模多機能型居宅介護において、事業所�車両を
用い、事業所職員が運転し、通院や買物�付添いを
行うこと�可能か。

可能と考えます。
小規模多機能型居宅介護を利用した場合、訪問介護
による外出介助又�通院等乗降介助�利用できない
こと、また小規模多機能型居宅介護が、24時間365日
利用者�居宅で�生活を支援するサービスであるこ
とを考えた時、自家輸送�範囲に含まれると考えま
す。

H23.10
H26.8修正

3
小規模多機能型居宅介護において、事業所�車両を
用い、事業所職員が運転士、通院や買い物�付添い
を行う場合、留意すべき点�あるか。

アセスメント�結果、乗車又�降車�介助、外出先に
おける介助が必要な方が対象となります。タクシーを
含む公共交通機関による外出が可能な方�、小規模
多機能型居宅介護事業�通院、外出介助�対象と
�不適切です。通院・外出介助�、単なる運送事業
で�ありません�で、介助�必要性について、小規
模多機能型居宅介護計画に位置付けて下さい。
　なお、事業所�通所サービス�一環として行われる
外出レクについて�、こ�限りで�ありません

H26.8

4
通院・外出介助を行った場合、ガソリン代�実費を利
用者に請求すること�可能か。

小規模多機能型居宅介護�交通費について�、通
常�事業�実施地域を越えてサービスを提供した場
合、別途請求することが可能とされています。実施地
域内におけるガソリン代について�運賃とみなされる
可能性があり、通院等乗降介助を行う訪問介護事業
者が道路運送法第78条等�許可を得て輸送事業を
行っていることを鑑みると、無許可�小規模多機能事
業所が運賃を得て輸送事業を行うこと�好ましくない
と思われるため、現時点で�徴収しないことが望まし
いと考えます。

H26.8
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

5

小規模多機能�看護職員配置加算で�、常勤専従
�看護職員配置が必要とされているが、人材派遣会
社から�派遣を受け入れた場合であっても算定でき
るか。

本来医療系職員�業務�派遣が禁止されているが、
紹介予定派遣、病院・診療所以外で行われる業務、
産前産後休業・育児休業等�代替業務等に限って認
められている。
　また派遣労働者について�、派遣先事業所から直
接�指揮命令を受けることとなる。
　ここで常勤と�、正規非正規等�雇用形態を問わ
ず、当該事業所�就業規則で定められた常勤者�勤
務時間と同じ時間数を勤務する者を言う�であるか
ら、派遣職員であっても、当該事業所�管理者�指
揮命令�もと、常勤職員として�時間数を勤務する
�であれば、常勤職員が配置されていると判断でき、
適法に派遣された看護職員が常勤配置されていれ
ば、加算�算定�可能である。

H26.7

6

小規模多機能における訪問サービスについて。利用
者が小規模多機能�通いサービスを利用している間
に、小規模多機能従業者が利用者�居宅を訪問し、
掃除を行うこと�可能か。

できない。
　小規模多機能�訪問サービス�自立支援に資する
ことが求められており、単なる家事代行であって�な
らず、掃除等�家事援助であっても、声掛け、見守
り、相談援助等を行う必要がある。また、支援�一部
を利用者とともに行うなど、生活機能�維持や従業者
と�関係を構築する働きかけが必要である。本人不
在�状態で提供される訪問サービス�、サービス�
専門性を見失い、単なる家事代行となってしまうため
認められない。

H26.7

7
小規模多機能利用者が訪問看護、訪問リハビリテー
ション、居宅療養管理指導、福祉用具貸与を利用す
る場合�給付管理�、ど�ように行う�か。

利用者が月を通じて小規模多機能を利用した場合、
小規模多機能�介護支援専門員が訪問看護等も含
む居宅サービス計画を作成し、給付管理票を作成す
る。（居宅療養管理指導を除く。）なお、小規模多機能
�介護支援専門員であっても、居宅サービス計画�
作成にあたって�、指定居宅介護支援等基準第13条
各号に定めるところにより行わなければならない。

H26.7

8
月�途中で小規模多機能�利用を開始し、又�終了
した場合、居宅サービス計画�作成及び給付管理�
どこが行う�か。

当該開始又�終了した月に居宅（予防）サービス�
利用がなく、居宅（予防）サービス計画作成依頼が居
宅介護（介護予防）支援事業所から提出されていない
場合�、小規模多機能�介護支援専門員が居宅
サービス計画�作成及び給付管理を行います。
同月内に、開始前、終了後を問わず居宅（予防）サー
ビスを利用した場合�、居宅介護（介護予防）支援事
業所�作成した居宅（予防）サービス計画に基づき、
小規模多機能を含む全サービスについて居宅介護
（介護予防）支援事業所が給付管理を行います。
同月内に複数�小規模多機能又�複合型サービス
を利用した場合�、月末に登録している事業所が給
付管理を行います。

H26.7

9

小規模多機能利用者が月途中に区分変更を行い、
要介護2から要介護4に変更になった。同時に認知症
高齢者日常生活自立度についても、ⅡからⅢに変更
となった。こ�場合、小規模多機能型居宅介護費及
び認知症加算�算定�ど�ように行う�か。

小規模多機能型居宅介護費について�、介護度に応
じた日割りサービスコードにより日割り請求します。
（月額包括報酬�日割り請求に係る適用：平成24年３
月16日厚労省老健局介護保険計画課・老人保健課/
事務連絡・Ⅰ資料９別紙４）
　認知症加算について�、区分変更前�加算Ⅱ、区
分変更後�加算Ⅰ�対象となるが、同加算�月額包
括加算であり、日割りサービスコード�存在しないた
め、上記適用関係通知に準じて月末�要介護度に応
じた加算である認知症加算Ⅰを算定することが妥当
と考える。

H26.8
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⑩福祉用具貸与・福祉用具購入・住宅改修

1
軽度者へ�福祉用具貸与にあたり、「対象外種目福
祉用具選定理由書」を提出する��ど�ような場合
か。

要支援１・２・要介護１�軽度者について、車椅子（付
属品）、特殊寝台（付属品）床ずれ防止用具、体位変
換器、徘徊感知機器、移動用リフト�原則として算定
できませんが、留意事項通知第２�９（２）�表に定め
るとおり、直近�基本調査�結果により、厚生労働大
臣が定めるも�等（第23号告示）第21号�イに該当
する方について�これら�対象外福祉用具を貸与
し、介護報酬を算定できます。
　しかし、告示に示された状態像�うち、
①車椅子に係る「日常生活における移動�支援が特
に必要と認められる者」
②移動用リフトに係る「生活環境において段差�解消
が必要と認められる者」
について�、該当する基本調査結果がないため、主
治医から得た情報及びサービス担当者会議等を通じ
た適切なケアマネジメントにより介護支援専門員が判
断します。
　対象外種目福祉用具選定理由書�、こ�①②によ
り、介護支援専門員が対象福祉用具をケアプランに
位置付けた際に提出してください。
　あくまで介護支援専門員が判断した内容を市に届
けていただくも�です�で、市が算定�可否を判断す
るも�で�ありません。
　なお、提出にあたって�、ケアプラン１表、２表、サー
ビス担当者会議�要点等、ケアプランに位置付けた
理由が明らかになる書類を添付してください。また、
更新認定、区分変更認定を受けた場合等、ケアプラ
ンを見直した際�再度ご提出ください。

H23.10

2
軽度者へ�福祉用具貸与にあたり、「指定（介護予
防）福祉用具貸与費に係る算定可否確認申請書」を
提出する��ど�ような場合か。

前項に示した厚生労働大臣が定める者等（第23号告
示）第21号�イに該当しない場合であっても、医師�
医学的所見により、
①疾病そ�他�原因により状態が変動しやすく、日
によって又�時間帯によって、頻繁に第23号告示第
21号�イに該当する者
②疾病そ�他�原因により、状態が急速に悪化し、
短期間�うちに第23号告示第21号�イに該当するこ
とが確実に見込まれる者
③疾病そ�他�原因により、身体へ�重大な危険性
又�症状�重篤化�回避等医学的判断から第23号
告示第21号�イに該当すると判断できる者、につい
て�、サービス担当者会議等を通じた適切なケアマ
ネジメントによる介護支援専門員�判断を、市が確認
し、算定�要否を判断します。
　これらに該当する場合�、原則として貸与開始前に
申請書を市にご提出ください。
　なお、提出にあたって�、ケアプラン１表、２表、サー
ビス担当者会議�要点等、医師�所見及び介護支
援専門員�判断�内容が分かる書類を添付してくだ
さい。なお申請書が提出された場合、数日�うちに確
認結果を居宅介護支援事業所（地域包括支援セン
ター）に通知しますが、急を要する場合�、そ�旨ご
連絡ください。

H23.10

3

①近所へ�墓参りや買物等�ために、軽度者へ�車
いす貸与�できるか。
②閉じこもり予防�ために、軽度者へ�車いす貸与
�できるか。

いずれ�場合も、利用者�日常生活へ�意向や主
治医から�情報、福祉用具専門相談員�意見を踏ま
えた適切なケアマネジメントにより、車いす�貸与が
必要と認められると介護支援専門員が判断するなら
ば、貸与�可能です。
　ただし、安易に利用者�求めに応じる�みで�な
く、車いす貸与による移動�支援が「特に」必要であ
るかどうかを介護支援専門員�責任において判断し
てください。

H23.10

福祉用具貸与・福祉用具購入
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4
認定申請中�方で、軽度者となる見込み�ある方に
対し、暫定プランで対象外福祉用具を貸与する場合
�申請について。

問１に該当する方�場合�、軽度者であることが確
定した段階で、対象外種目福祉用具選定理由書をご
提出ください。
問２に該当すると見込まれる場合�、予め暫定プラン
及びサービス担当者会議�要点を市に提出しておい
てください。そ�後軽度者であることが確定した段階
で、算定可否確認申請書を市に提出してください。こ
�場合、暫定プラン作成時まで遡って介護報酬�算
定できるも�とします。
　なお、基本調査�結果�、介護度が確定するまで
開示しません�で、訪問調査に立会う等�対応をお
願いします。

H23.10

5
孫�家に１週間程度泊まる予定があるが、福祉用具
貸与（特殊寝台）�利用�可能か。

福祉用具貸与�、居宅における日常生活上�課題を
解決すべき手段として選定されるも�であることか
ら、原則として、生活�本拠たる居宅以外で�算定で
きません。
　ただし、介護�必要性等�理由により、一時的に子
や孫等�居宅に生活�本拠を移す場合�算定可能
です。
　なお、こ�場合、福祉用具貸与が日割算定とされて
いることに鑑み、本来�居宅及び子や孫等�居宅で
生活する期間に応じ、日割若しく�半月単位で算定し
て下さい。

H27.8

6

障害福祉サービス�ケアホーム、ＧＨに入居している
方が要介護認定を受けている場合、福祉用具貸与を
利用すること�できるか。また福祉用具購入費�支
給を受けること�できるか。

可能です。
　ただし、入浴補助用具等で他�利用者も利用する
場合�事業所が用意すべきも�であり、保険給付�
対象と�なりません。

H24.10

1

左半身不全麻痺�利用者が、もともとトイレ�右側に
つける予定であった手すりを、工事�段階で勝手に
左側に変えてしまった。支給対象�工事とできる�
か。

通常であれば左右�変更程度であれば事前申請と
大差ないと判断して支給可能としているが、ケアマネ
�判断が必要だと考えられる場合�、ケアマネに現
場検証してもらい、当初�改修目的通り使用でき、危
険もないと判断できればそ�まま支給可能とする。

�1.8

2 耐重荷棚付紙巻き器�手すりとして扱える�か。

手すりとして作られた製品であれば、あまりに高価な
も�でない限り�棚状�も�なども認められるが、手
すりとなることを目的としていないも��対象外とな
る。

�1.8

1
屋内�段差解消�ために用いられるミニスロープ（敷
居等�前に設置される高さ数センチ�も�）�、福祉
用具貸与として認められるか。

福祉用具貸与におけるスロープ�、取付けに際し工
事（ネジ等で居宅に取り付ける簡易なも�を含む）を
伴わないも�であって、かつ持ち運びが容易なも�と
されている。お示し�ミニスロープ�製品を安全に利
用するためにビスや釘、両面テープ等で居宅に固定
するも�であり、簡易であっても取付けに際し工事を
伴うも�と考えられることから、福祉用具貸与として�
認められない。
　なお、こ�場合住宅改修として給付�対象となるも
�である。

H25.6

2
玄関�上がり框部分に、靴�着脱�ため�腰掛け台
を設置すること�、住宅改修�対象となるか。

利用者�身体状況に鑑み、腰掛け台を設置する以外
に靴を着脱することができない�であれば、住宅改修
（段差�解消）として認められる場合がある�で、予
め長寿課まで相談されたい。

H27.2

住宅改修

手すり

段差解消
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3

廊下から上がり框を斜めに横切って移動されるが、上
がり框�面積が狭く、角を通るときに転落する危険が
ある。こ�場合玄関�土間�部分を少し埋めて上が
り框�面積を広くすること�、段差�解消にあたる
か。

どうしてもそ�場を通ってしまい、転落�危険がある
ということが理由書から読み取れれば、段差�解消
�ため�工事として差し支えない。
基本、段差があるところを埋める�であれば、段差解
消�工事ととらえても良い。

H30.9

4
ユニットバスに取り換える場合、介護保険�支給対象
となる�か。

改修項目に合わせ、床・扉・浴槽等、箇所ごとに分
け、要する費用を按分等適正な方法で算出し、工事
費内訳書を作成できる�であれば支給対象とする。
ただし、ユニットバスに手すりもついているタイプもあ
るが、本人�状態に合った位置に手すりがつけられ
るか確かめることができないため、手すり�費用�対
象外とする。

H30.4

1

増築部分�住宅改修�認められるか。具体的に�玄
関�開き戸を引戸に変更したいが、玄関にそれだけ
�幅がないため、玄関を増築し、増築した部分に引戸
を設置するも�である。

「住宅改修費�支給対象となる住宅改修�、被保険
者�資産形成につながらないよう、（略）比較的小規
模なも�としたところ（以下略）」（居宅介護住宅改修
費及び介護予防住宅改修費�支給について：平成12
年３月８日老企42号）とされており、資産形成につな
がる増築（床面積�増加を伴う工事）について�、住
宅改修費�支給対象に�ならない。

H26.7

2

車椅子で�移動�関係で居室�扉を右に引く引き戸
に変更するが、そこ�壁に電動ベッド�コードを刺す
ため�コンセントがあり、今�ままだと扉を開けた際
にコンセントに被ってしまって使えない。扉が部屋�
壁際にあるため引き戸�引く向きも変えられず、外に
部屋�電気�スイッチがあるため外に扉を付けること
もできない。こ�場合、コンセント�位置を変える工事
�、扉�交換�付帯工事として認められるか。

引き戸�向き�変更や、外内�変更も出来ないた
め、今回�ケースで�コンセント�位置�変更を扉�
交換�付帯工事として認める。

31.4

3

車椅子で�走行が困難なため、脱衣所�アコーディ
オンカーテンを撤去してロールカーテンを設置した
い。
どこまでを介護保険�対象とできる�か。

間口が狭くて出入りが困難ということであれば、ア
コーディオンカーテン�撤去�、扉�撤去にあたる�
で認められる（介護保険最新情報Vol.543）が、ロール
カーテン�扉として認めにくいため、今回�撤去工事
�みを住宅改修�対象工事として認める。

�1.6

1
廊下�床木が劣化でたわみ、ぼこぼこしてしまってい
るためフローリングに張り替えたい。

移動�円滑化を目的としていることが理由書で確認
できれば認める。ただ劣化しているため張り替えたい
という場合�対象外とする。

�1.9

1

筋萎縮性側索硬化症�方が、洋式便器�水洗レ
バーまで手を上げることが困難になったため、洋式便
器を足で水を流せるタイプ�洋式便器に取り替える
工事�住宅改修費�支給対象となるか。

洋式便器を取り替えなければ足で水を流す工事がで
きないも�ならば、対象として差支えない。

H27.2

床材�変更

便器�取替え

引き戸等へ�扉�取替え
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2
庭�トイレ（洋式）を利用することが困難なため、屋内
�居室を改造し、新たにトイレを作ること�住宅改修
�便器�取り換えとして認められるか。

居室�改造にかかる費用や、設置�ため�水道工
事�認められないが、既存�トイレ�撤去費用と、洋
式トイレ�費用�み認める。
ただし、外�トイレを撤去せず家族や本人が使用した
りする場合�全て対象外となる。また大前提として、
便器�交換�、和式から洋式、もしく�本人�状態に
あっていない洋式トイレをあったも�に変える場合で
しか認めていないため、そ�どちらにも当たらない場
合も全て対象外となる。
申請に�撤去前と撤去後�写真も必要となる。

�1.9

3 トイレ�拡張工事�介護保険�対象となるか。

トイレ�拡張工事�対象外となる。
ただし、小便器と和式トイレが一体化している部屋
で、洋式トイレに変える際に狭くて取り換えができない
等�理由で小便器及び仕切り壁�撤去工事をする場
合�、介護保険�対象となる。

H30.4

1

住宅改修�完了したが事後申請（完了報告及び住宅
改修費支給申請）が行われていない状態�利用者に
ついて、
①　上限額�範囲内であれば別�住宅改修�申請
を行うこと�可能か。
②　①�場合、保険給付対象額�申請中�金額を差
し引いた額になる�か。住宅改修費助成金�扱い�
どうなるか。
③　事後申請が行われないまま２年�時効を経過し
た場合、残額があれば住宅改修�申請を行うこと�
可能か。
④　初回2010年12月に５万円、２回目2011年12月に５
万円、３回目2012年10月に25万円�住宅改修を実施
した場合、３回目�住宅改修における保険給付対象
額�どうなるか。

①可能。
②申請中�住宅改修について、利用者�意向を十分
確認し、速やかに事後申請を行うようお願いします。
なお、支給上限額管理�支給申請額に対して行うも
�である�で、万一事後申請を行う予定が不明なら
ば、やむを得ず申請中�住宅改修について�事後申
請�予定�、ないも�とみなして住宅改修費�支給
を行うことになります。
③可能。
④初回及び２回目�住宅改修に係る事後申請が行
われていない場合について�、利用者�意向を十分
確認し、速やかに事後申請を行うようお願いします。
万一事後申請を行う予定が不明ならば、やむを得ず
申請中�住宅改修について�事後申請�予定�な
いも�とみなして、住宅改修費�支給を行うことにな
ります。

H24.10

2
住宅改修支援事業費負担金�請求について、ど�よ
うに行えばよいか。

住宅改修支援事業�、居宅介護支援�提供を受け
ていない利用者に、介護支援専門員等が理由書を作
成した場合、1件あたり2,000円を支給する事業です。
居宅介護支援事業所（地域包括支援事業所、小規模
多機能型居宅介護事業所）�届出をしている場合で
あっても、理由書作成月に居宅介護支援（介護予防
支援、小規模多機能型居宅介護）�提供が行われて
いない場合�支給対象となります。また、認定結果が
出る前に居宅介護支援事業所（地域包括支援セン
ター）が理由書を作成したが、要支援（要介護）�結
果となり、当該事業所から居宅介護（介護予防）支援
費�請求ができない場合も支給対象となります。
該当する場合�、実績報告書及び交付申請書をご提
出ください。
 なお、支援事業費負担金�、住宅改修費�支給決
定後に支給することとなります�で、原則として請求
書�住宅改修費支給決定後にご提出いただくことに
なりますが、予めご提出頂く場合�、請求書�日付
（請求日）を空欄にしてご提出ください。

H24.10

3

一体的に利用される敷地内に親世帯�住宅と子世帯
�住宅があり、双方を行き来して生活しているため、
双方�住宅に手すりを設置したいが、子世帯�住宅
所在地�親世帯�住宅所在地と�異なっている。こ
�場合、子世帯�住宅にも住宅改修を行うこと�可
能か。

両方�住宅が一体的に利用される敷地にある場合
�、両方�住宅に改修を行うこと�可能である。ただ
し支給限度額�両方�住宅を合計して20万円とな
る。

H27.2

4

平成27年1月末日で要介護（要支援）認定有効期間
が終了する方�住宅改修費�請求について。利用者
�介護保険サービスを利用する予定がないため、更
新申請�行わない場合、住宅改修�着工日が認定
有効期間内であれば、完了日及び住宅改修支給申
請が認定有効期間終了後になっても住宅改修費�
請求�可能か。

認定有効期間内に着工していれば、完成及び支給申
請が有効期間終了後に行われたとしても、当該住宅
改修について住宅改修費�請求�可能である。
（いわゆる3段階リセット�考え方が着工日を基準とし
て要介護度�変化を捉えていることから、そ�考え方
を踏襲し、当市において�着工日において有効な要
介護認定が行われていれば住宅改修費�支給を認
めることとする。）

H27.2

そ�他
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サービス名

回答 更新月

令和２年３月１日版

質問内容

5

住宅改修�み又�福祉用具購入�み利用する場合
で、居宅サービス計画作成依頼届出書が提出されて
いない方について、施工業者又�福祉用具販売事業
者に対して負担割合を教えてもらえる�か。

負担割合�問合せについて�、届け出�ある居宅介
護支援事業所、地域包括支援センター又�小規模多
機能型居宅介護事業所に限り応じています�で、原
則として照会に�応じられません。介護支援専門員
へ�照会又�利用者に交付された負担割合証にて
ご確認下さい。
ただし、住宅改修�事前申請が提出されている方に
ついて�、介護支援専門員及び利用者から負担割合
が確認できなかった場合に限り、個別�照会に応じる
こととします。

H27.8

6 住宅改修費として諸経費�どこまで対象となるか。

諸経費�範囲がどこまで含まれるか�判断�、住宅
改修に要する経費であること、他事例と比較して著し
く高額でないこと等�観点から、個別で判断してい
る。
本市で�、工事総額�10%を基準とし、支給対象とし
ている。
　なお、諸経費として計上している金額�内訳につい
て�、見積書や内訳書において、必ずしも明確にして
おく必要�ないが、利用者から説明を求められた際
�、内訳�詳細を明示する必要がある。

H31.4

7
改修する住宅を複数人で所有している場合、住宅改
修�承諾書�どう記入すればよいか。

複数で所有している場合�、住宅所有者欄に住所と
氏名を連ねてご記入ください。

H30.4

参考

国Q＆A　http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/qa/index.html

愛知県高齢福祉課介護保険指定・指導グループ　http://www.pref.aichi.jp/korei/kaigohoken/

愛知県指導指針　http://www.pref.aichi.jp/korei/kaigohoken/course.pdf

愛知県利用料ガイドライン　http://www.pref.aichi.jp/korei/kaigohoken/guidelines/guidelines_index.html#sisetu
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